
保育に関する認可制度の改善等について

○ 認可制度を前提としながら、大都市部の保育需要の増大に機動的に対応できるよう

①社会福祉法人・学校法人以外の者に対しては、客観的な認可基準への適合に加えて、経済的基礎、

社会的信望、社会福祉事業の知識経験に関する要件を満たすことを求める

②その上で、欠格事由に該当する場合や供給過剰による需給調整が必要な場合を除き、認可するものとする。

○ その際、都道府県は、実施主体である市町村との協議を行うことで、市町村子ども・子育て支援事業計画と
の整合性を確保する。

○ 市町村は、認可施設・事業に対し、利用定員を定めた上で、給付の対象とすることを確認する。

○ 確認を行った市町村は、適正な給付の維持のため、施設・事業に対し、指導監督を実施する。

【基本的な考え方】
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新制度

保育所の認可（都道府県認可）現行

保育所の認可等（都道府県認可※）

【基準を満た
さない施設】

（ベビーホテル等）

×

【イメージ】

多様な保育（家庭的保育、
小規模保育等）
（市町村事業）

※ 都道府県は、認可に当たって、市町村と協議

【認可と同等の基準
を満たす施設】

多様な保育（家庭的保育、
小規模保育等）の認可

（市町村認可）

認可を受けた施設、事業は、市町村による定員を定めた上での確認を得て、対象施設・事業となる（私立保育所は委託費）。

地域型保育給付施設型給付

※認定こども園についても、改善後の保育所に関する認可制度と同様の認定・認可の仕組みとする。



【確認主体について】

施設型給付と地域型保育給付の対象施設・事業の確認手続きについて施設型給付と地域型保育給付の対象施設・事業の確認手続きについて

○ 給付の実施主体である市町村（基礎自治体）が認可施設・認可事業者の中で、施設型給付、地域型保育
給付の対象となる施設・事業者を確認する。

○ 市町村は、各施設・事業の利用定員を定めた上で確認を行う。
○ 施行の際、現に幼稚園・保育所の認可を有する施設、認定こども園の認定を受けている施設は、教育・

保育施設としての確認があったものとみなす。

〔法人格〕
○ 教育・保育施設については、安定的・継続的な運営を担保する観点から、法人格を求める。

※施行前に現に認可を受けている施設については、法人格を有さなくても給付の対象とする。

○ 地域型保育事業者については、法人でない場合でも、対象とする。

※教育・保育施設：認定こども園、幼稚園、保育所

※地域型保育事業者：小規模保育、家庭的保育、居宅訪問型保育、事業所内保育

〔基準の遵守〕
○ 施設の設備、職員配置など、各施設・事業の認可基準を満たしていることを求める。
○ さらに、国が定める基準を踏まえ、区分経理など、対象施設・事業として求める運営基準を、市町村が

条例で定める。
○ 運営基準の遵守のため、市町村が指導監督を行う（立入検査、基準遵守の勧告・措置命令、確認取消し

等）。

〔辞退〕
○ 対象施設・事業としての地位を辞退する場合、事前の届出、３ヶ月以上の予告期間の設定、利用者の継

続利用のための調整義務を課す。
○ ただし、施設・事業自体から撤退するには、都道府県知事等の認可等を得なくてはならない。

【対象施設・事業について】
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＜現行制度＞ ＜新たな制度＞

保育の必要量
（「欠ける」程度）

保育所運営費４H

８H

安心こども基金

認定こども園の

保育所機能部分
保育所

財
政
措
置

利
用
者

負
担

所得に応じた
費用徴収

施設によって異なる

幼稚園

就園奨励費

私学助成
（預かり保育補助）

私学助成

保育の必要量
（「欠ける」程度）

４H

８H

認定こども園の

幼稚園機能部分

安心こども基金

施設によって異なる

財
政
措
置

利
用
者

負
担

※ 私立の場合

保育の必要量

施設型給付

長時間

主として保護
者の就労に応
じた時間

法律に基づき利用者が一部負担

満３歳未満

保育の必要量

標準的な教
育時間

長時間

満３歳以上

法律に基づき利用者が一部負担

○ 施設型給付については、次のような給付構成を基本とする。

a. 満３歳以上児に対する標準的な教育時間及び保護者の就労時間等に応じた保育に対応する給付

b. 満３歳未満児の保護者の就労時間等に応じた保育に対応する給付

施設型給付
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施設型給付の創設

※上記の他、特色ある取組（例：特別支援教育等）に対する奨励的な補助として私学助成を措置。

※施設型給付の対象として確認を受けない幼稚園の場合は、私学助成を継続。

※休日保育、早朝・夜間保育についても対応する。

※私立保育所については、児童福祉法第２４条に則り、市町村から委託費として支払う。



市町村

利用者 幼稚園

※市町村によっては、幼稚園が利用者に代わって幼稚園就園奨励費を代理受領し、保育料
の軽減を図る仕組みを取っている。

学校教育

保育料

契 約

市町村

利用者 教育・保育施設
保育料

学校教育・保育の提供

・質の確保された学校教
育・保育の提供責務

・質の高い学校教育・
保育の提供
・応諾義務（正当な理
由のない場合）

【
幼
稚
園
】

【保
育
所
】

＜現行制度＞
＜新たな制度＞

【教
育
・保
育
施
設
】

市町村

利用者 認可保育所

保育の実施

○ 市町村が客観的基準に基づき、保育の必要性を認定する仕組みとする。

○ 施設型給付については、保護者に対する個人給付を基礎とし、確実に学校教育・保育に要する費用に充てるため、法定代理受領の仕組
みとする（保育料等は施設が利用者から徴収）。

○ 契約については、保育の必要性の認定を受けた子どもと受けない子どものいずれについても、市町村の関与の下、保護者が自ら施設を
選択し、保護者が施設と契約する公的契約とし、「正当な理由」がある場合を除き、施設に応諾義務を課す。

○ 入園希望者が定員を上回る場合は「正当な理由」に該当するが、この場合、施設は、国の選考基準※に基づき、選考を行う。
※ 保育の必要性の認定を受けた子どもについては、定員以上に応募がある場合、優先利用に配慮しつつ、保育の必要度に応じて選定する。保育の必要性の認定を受けない子ど

もについては、施設の設置者が定める選考基準（選考方法）に基づき選考することを基本とする。

○ ただし、私立保育所については、児童福祉法第２４条第１項により、保育所における保育を行うため、市町村と利用者が契約し、私立保
育所に対して委託費を支払うこととする。その際、保育料も市町村が徴収する。

○ 公的契約に関する市町村の関与の詳細については、１９頁参照。

※ 児童福祉法第２４条において、保育所における保育は市町村が実施することとされ
ていることから、私立保育所における保育の費用については、施設型給付ではなく、
現行制度と同様に、市町村が施設に対して、保育に要する費用を委託費として支払う。

この場合の契約は、市町村と利用者の間の契約となり、利用児童の選考や保育料
の徴収は市町村が行うこととなる。

※ 子ども・子育て支援給付に、多様な保育事業を行う事業者を対象とした地域型保育
給付も含まれるが、上記の整理は、地域型保育給付にも共通するものである。

利用支援、あっせ
ん、要請、調整、
措置

保 育

本制度における行政が関与した利用手続き
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公的契約



○ 当面の間、保育を必要とする子どもの全ての施設・事業の利用について、市町村が利用の調整を行う。
○ 認定こども園・公立保育所・地域型保育は、市町村の調整の下で施設・事業者と利用者の間の契約とする。
○ 私立保育所は市町村と利用者の間の契約とし、保育料の徴収は市町村が行う。

◆ 保育を必要とする場合の利用調整の手順（イメージ）

保育の必要性の認定の申請

利用可能な施設のあっせん・要請など

利用調整

保護者と市町村の契約
・保育料は市町村へ支払
・市町村から保育所へ委託費を支払

保護者と施設・事業者の契約
・保育料は施設・事業者へ支払い

・市町村から施設・事業者へ施設型給付又は
地域型保育給付を支払（法定代理受領）

保育の利用

※ 申請者の希望、施設の
利用状況等に基づき調整

※ 施設に対しては利用の
要請を行い、確実に利用
できることを担保する。

私立保育所を利用する場合
認定こども園・公立保育所
・地域型保育を利用する場合

同時に手続が可能

※

※

市町村

市町村

市町村

保護者

保護者

公立保育所は施設の
設置者が市町村

保育利用希望の申込 希望する施設名
などを記載

保育の必要性の認定・認定証の交付
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18

◎市町村は子どもがその置かれている環境などに応じて、必要な保育を受けることができるよう、保育関連事業の連
携及び調整を図るなど、地域の実情に応じた体制の整備を行うものとする。

子ども・子育て支援法
◎全市町村における市町村計画の策定を義務付け、計画的な

保育整備 【現行は待機児童５０人以上の市町村のみ】

◎施設型給付、地域型保育給付の受給権保障の法定化

◎市町村の関与の下、利用者の選択に基づく給付の実施

・市町村の関与の下での適切な契約の締結

・障害児など、特別な支援が必要な子どもについて、市町村による
あっせん・要請などの利用支援

◎市町村は、認定こども園、家庭的保育事業等により、保育を必要とする子どもに対し、必要な保育を
確保するための措置を講じなければならない。

◎質の確保された給付の提供

◎虐待事例など、特別な支援が必要な
子どもに対する、市町村による保育の
利用勧奨、支援、措置

改正後の児童福祉法

従来の児童福祉法第２４条による保育の実施のみならず、子ども・子育てに関する市町村の役割・責務を明
確にしつつ、すべての子どもの健やかな育ちを重層的に保障

◎市町村による利用調整

◎市町村は、児童福祉法及び子ども・子育て支援法に定めるところにより、保育を必要とする子どもに
対し、保育所において保育しなければならない。

◎やむを得ない事由により利用できない
子どもに対する市町村による保育の

措置

※私立保育所には、施設型給付に代えて市町村より委託費を支払い

保育所以外による保育に関するただし書きを削除し、地域のニーズに応じた手段で全ての子どもに保育を保障
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本制度での保育に関する市町村の役割（イメージ）



公的契約と市町村による関与について公的契約と市町村による関与について

○ 市町村は、適切な施設・事業が確実に利用できるよう以下の関与を行う。

【保育の必要性の認定を受けない子ども】

○ 保護者が選択した施設・事業者に申し込むことを基本とする。市町村は、管内の施設・事業者の情報を整理し、
子育て家庭に広く情報提供し、相談に対応する。

○ 特別な支援が必要な子どもなど、あっせん（市町村による、利用可能な施設との契約の補助）等による利用が
必要と判断される場合には、市町村が、関係機関とも連携して利用調整を行い、認定証の交付と合わせて、利用
可能な施設・事業者をあっせん等する。

①利用に当たっての支援、調整

○ 市町村は、管内の施設・事業者の情報を整理し、子育て家庭に広く情報提供し、相談に対応する。

○ 市町村は、これまでの保育について担ってきた役割等を踏まえ、当分の間、利用者からの利用の申込みを受け、
次のような対応を行う。

・ 保育所での保育については、従来と同様、利用調整を行い、市町村と保護者が契約する。

・ 特別な支援が必要な子どもなど、まず、優先利用の対象となる子どもについて、市町村が利用調整を
行い、利用可能な施設・事業者をあっせん等するほか、当該施設・事業者に対して当該子どもの利用の要請を行
う。

・ それ以外の子どもについては、市町村に利用希望を提出し、市町村が利用調整を行い、利用可能な
施設・事業者をあっせん等するほか、当該施設・事業者に対して当該子どもの利用の要請を行う。

② 市町村による措置

○ 保育の利用が必要と判断されるにもかかわらず、虐待等により保護者が進んで保育の利用をしない場合など、
契約による利用が著しく困難と市町村が判断した場合には、当該子どもについて、市町村が施設に対して措置
する（措置による入所・利用）。

○ 上記の場合以外で、①のあっせん、要請等によっても利用できないなど、やむを得ない事由がある場合、市町
村は、当該保護者の子どもについて、施設・事業に対して措置することができる。

【保育の必要性の認定を受けた子ども】
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